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(57)【要約】
【課題】基材フィルム層への傷加工により易開封性が付
与された積層体において、所定の位置から引き裂きを行
った際に、開封誘導線に沿った引き裂きが可能な包装体
を提供する。
【解決手段】少なくとも基材フィルム層と、ヒートシー
ル可能なシーラント層を重ね合わせた、２層以上からな
る積層体１１から構成され、シーラント層どうしを対向
するように配置した積層体１１の周縁部をシールするこ
とでパウチ状に形成した包装体であって、基材フィルム
層のみに傷加工による開封誘導線１４が施されており、
傷加工は少なくとも基材フィルム層の前記シーラント層
に近い側の面になされている。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも基材フィルム層と、ヒートシール可能なシーラント層を重ね合わせた、２層
以上からなる積層体から構成され、前記シーラント層どうしを対向するように配置した前
記積層体の周縁部をシールすることでパウチ状に形成した包装体であって、
　前記基材フィルム層のみに傷加工による開封誘導線が施されており、前記傷加工は少な
くとも前記基材フィルム層の前記シーラント層に近い側の面になされていることを特徴と
する、易開封性包装体。
【請求項２】
　前記易開封性包装体の周縁部に、開封開始手段が付与されていることを特徴とする、請
求項１に記載の易開封性包装体。
【請求項３】
　前記基材フィルム層が、少なくとも一軸方向に延伸加工されたプラスチックフィルムを
含んでいることを特徴とする、請求項１または２に記載の易開封性包装体。
【請求項４】
　前記基材フィルム層が、二軸延伸フィルムを含んでいることを特徴とする、請求項１か
ら３のいずれか１項に記載の易開封性包装体。
【請求項５】
　前記二軸延伸フィルムが、二軸延伸ポリエステルフィルム、二軸延伸ポリアミドフィル
ム、二軸延伸ポリプロピレンフィルム、および、これらの表面に蒸着加工もしくはコーテ
ィング加工がなされた材料のいずれか１種類以上から選択されたことを特徴とする、請求
項４に記載の易開封性包装体。
【請求項６】
　前記基材フィルム層が、複数枚の延伸フィルムの貼り合わせであることを特徴とする、
請求項１から５のいずれか１項に記載の易開封性包装体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、易開封性包装体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　食品、医薬品、雑貨の包装には、各種のプラスチックフィルムを用いた包装袋が多く使
用されており、二軸延伸されたプラスチックフィルムとヒートシール可能な無配向プラス
チックを２層あるいは３層以上ラミネートした包装袋が広く使用されている。二軸延伸フ
ィルムは耐久性、防湿性、力学的強度、耐熱性、耐油性が優れており、チューブラー法、
フラット式同時二軸延伸法、フラット式逐次二軸延伸法などを用いて製造した二軸延伸フ
ィルムが食品包装分野などにおいて幅広く使用されている。
【０００３】
　しかしながら、二軸延伸フィルムを用いた包装袋は、引裂開封性が悪いという問題点を
有している。開封性を良くするためにノッチを付与する方法があるが、ノッチから引き裂
いた際に直線的に引き裂けない現象がしばしば発生するため、この問題点を解消し、内容
物を取り出す際の取り扱いを向上させるために、開封操作と同時に適切な開口部を形成す
る工夫も行われている。
【０００４】
　具体的には、包装体の一部分に開封や引き裂きを容易にするための手段を設けておき、
それに沿って開封する方法がある。開封補助手段としては、例えば製袋の過程でプラスチ
ック糸やカットテープをシーラントフィルムの内側に固定する方法や、一軸延伸フィルム
の配向性を利用するもの、基材の全面にポーラスの微細孔を施すものなどが知られている
。
【０００５】
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　また、二軸延伸フィルムの一部に刃物の押し当てや炭酸ガスレーザー光の照射により、
開封を誘導するための、連続もしくは間欠状の弱め線やハーフカット線を形成する方法が
種々提案されている。例えば特許文献１には、ラミネート加工されたフィルムのシーラン
ト層側から、レーザー照射を行うことによって、ハーフカット線をラミネート層内に設け
る技術が公表されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１６－０４３９４６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　特許文献１に記載の技術の実施には同文献で述べられている通り、炭酸ガスレーザー装
置が一般的に用いられる。しかし、この工法によるハーフカット線の形成は、レーザー光
をフィルムが吸収し、熱励起状態を生じ、フィルム自体の局所的な発熱と蒸散が生じるこ
とでなされる。したがって、レーザー光を吸収しにくく、熱励起状態に遷移しにくいポリ
プロピレン等の基材フィルムにはハーフカット線がうまく形成されない。また、レーザー
光を反射してしまうような金属箔や蒸着、印刷層が存在していると、この工法を適用でき
ない。このように特許文献１に示された技術の採用には、ラミネート材料構成の大きな制
約を伴う問題を含んでいる。
【０００８】
　本発明は、上記事情に鑑みてなされたものであり、基材フィルム層への傷加工により易
開封性が付与された積層体において、所定の位置から引き裂きを行った際に、開封誘導線
に沿った引き裂きが可能な包装体を提供することを課題とする。また、落下等の耐衝撃性
に優れた包装体を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記の課題は、以下の本発明により解決することができる。
　すなわち、第１の発明は、少なくとも基材フィルム層と、ヒートシール可能なシーラン
ト層を重ね合わせた、２層以上からなる積層体から構成され、前記シーラント層どうしを
対向するように配置した前記積層体の周縁部をシールすることでパウチ状に形成した包装
体であって、前記基材フィルム層のみに傷加工による開封誘導線が施されており、前記傷
加工は少なくとも前記基材フィルム層の前記シーラント層に近い側の面になされているこ
とを特徴とする、易開封性包装体である。
【００１０】
　第２の発明では、前記易開封性包装体の周縁部に、開封開始手段が付与されている。
　第３の発明では、前記基材フィルム層が、少なくとも一軸方向に延伸加工されたプラス
チックフィルムを含んでいる。
　第４の発明では、前記基材フィルム層が、二軸延伸フィルムを含んでいる。
　第５の発明では、前記二軸延伸フィルムが、二軸延伸ポリエステルフィルム、二軸延伸
ポリアミドフィルム、二軸延伸ポリプロピレンフィルム、および、これらの表面に蒸着加
工もしくはコーティング加工がなされた材料のいずれか１種類以上から選択されている。
　第６の発明では、前記基材フィルム層が、複数枚の延伸フィルムの貼り合わせである。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、基材フィルム層への傷加工により易開封性が付与された積層体におい
て、所定の位置から引き裂きを行った際に、開封誘導線に沿った引き裂きが可能な包装体
を提供することができる。また、落下等の耐衝撃性に優れた包装体を提供することができ
る。
【図面の簡単な説明】
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【００１２】
【図１】易開封性包装体の一例を示す平面図である。
【図２】開封誘導線の一例を示す平面図である。
【図３】（ａ）～（ｆ）は、傷加工を含む積層体を例示する断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、好適な実施形態に基づき、図面を参照して本発明を説明する。
　図１に、易開封性包装体の一例を示す。本実施形態の易開封性包装体１０は、積層体１
１の周縁部をシールすることでパウチ状に形成した包装体である。図示例では、易開封性
包装体１０の周縁部に、シール部１２と口部１３とが形成されている。シール部１２で囲
まれる内側に内容物を充填した後、口部１３を閉じることにより、内容物が密封された包
装体を得ることができる。
【００１４】
　なお、内容物を充填する前から包装体の周縁部が閉鎖されていてもよい。この場合、内
容物は、別途設けられた成形品等の注入口（図示せず）等を通じて充填してもよい。
　また、内容物が固形物等である場合には、シール部１２が形成されていない積層体１１
の間に、またはシール部１２が一部のみ形成された積層体１１の間に、内容物を挿入した
後、積層体１１の周縁部をシールしてもよい。
【００１５】
　内容物が密封された包装体においては、内容物を取り出すために、開封が必要になる。
本実施形態では、易開封性包装体１０を横断するように、開封誘導線１４が施されている
。開封誘導線１４は、積層体１１の流れ方向Ｚに沿った傷加工により、線状の引き裂きが
容易となるように構成されている。開封誘導線１４を構成する傷加工は、両端の間で連続
していてもよく、間欠的であってもよい。開封誘導線１４の両端は、易開封性包装体１０
の端部に達してもよく、易開封性包装体１０の端部から少し離れた位置でもよい。開封誘
導線１４の両端は、シール部１２に設けられてもよい。なお、本実施形態の開封誘導線１
４が図２のように多数の傷加工２１から構成されるため、図１では、開封誘導線１４が形
成される領域を網かけで表している。
【００１６】
　また、易開封性包装体１０の周縁部には、開封開始手段１５が付与されている。開封開
始手段１５は、例えばＩ字状、Ｖ字状、Ｕ字状等に形成されたノッチ（切り込み）が挙げ
られる。また、多数のノッチを端部に設けたギザカット、多数の穴を端部に設けたマジッ
クカット（登録商標）等が挙げられる。開封開始手段１５は、開封誘導線１４の一端また
は両端の近傍に設けられることが好ましい。開封開始手段１５は、シール部１２に設けら
れてもよい。
【００１７】
　図２に、開封誘導線の一例を示す。図示例の開封誘導線１４は、流れ方向Ｚに対して線
対称に配置された２本の傷加工２１を１組とした誘導部２０を１単位とし、誘導部２０を
流れ方向Ｚに沿って３列配置した構成である。誘導部２０から構成される列の数は特に限
定されず、１列でも２列以上でもよい。各誘導部２０を構成する２本の傷加工２１は、第
１端２２の側で間隔が広く、第２端２３の側で間隔が狭くなるように、斜線部２４に沿っ
て形成されている。開封誘導線１４の中心線２５は、流れ方向Ｚと平行に配置されている
。傷加工２１は、機械加工、レーザー加工等により形成することができる。斜線部２４は
、機械加工における刃物、レーザー加工におけるレーザー光等の当たる中心位置を示す仮
想線である。
【００１８】
　図３に、積層体１１に傷加工２１を設けた種々の例を示す。
　積層体１１は、少なくとも易開封性包装体１０の最内側にシーラント層３１を有する。
上述したシール部１２では、シーラント層３１どうしを対向するように積層体１１を配置
した状態でシーラント層３１がヒートシールされる。シーラント層３１を構成するシーラ
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ント樹脂としては、ポリエチレン系樹脂、ポリプロピレン系樹脂、環状オレフィン樹脂等
のポリオレフィン系樹脂が挙げられる。シーラント樹脂は、無延伸樹脂であってもよい。
【００１９】
　積層体１１は、シーラント層３１の外側に、少なくとも基材フィルム層を重ね合わせた
、２層以上から構成されている。積層体１１を構成するシーラント層３１以外の層として
は、アルミ箔等の金属箔３２、中間樹脂層３３、最外樹脂層３４等が挙げられる。金属箔
３２または中間樹脂層３３は、それぞれ省略可能である。中間樹脂層３３または最外樹脂
層３４のいずれかは、基材フィルム層である。基材フィルム層は、樹脂の組成または配向
状態（延伸の有無等）などのうち、少なくとも１つ以上の点でシーラント層とは相違する
材料から構成されることが好ましい。基材フィルム層は、シーラント層がヒートシールさ
れる条件ではヒートシールされない材料から構成されることが好ましい。
【００２０】
　基材フィルム層は、少なくとも一軸方向に延伸加工されたプラスチックフィルムを含ん
でいることが好ましく、二軸延伸フィルムを含んでいることがより好ましい。延伸方向は
、流れ方向Ｚに平行な方向、流れ方向Ｚに垂直な方向、流れ方向Ｚに傾斜した方向のいず
れか１種以上が挙げられる。二軸延伸フィルムにおいて、２つの延伸方向は互いに垂直で
もよく、非垂直でもよい。
【００２１】
　二軸延伸フィルムとしては、二軸延伸ポリエステルフィルム、二軸延伸ポリアミドフィ
ルム、二軸延伸ポリプロピレンフィルム、および、これらの表面に蒸着加工もしくはコー
ティング加工がなされた材料のいずれか１種類以上が挙げられる。積層体１１に延伸加工
された樹脂層を積層する方法としては、積層前に延伸加工された樹脂フィルムをラミネー
トする方法が挙げられる。
【００２２】
　基材フィルム層が、複数枚の延伸フィルムの貼り合わせであってもよい。この場合、複
数枚の延伸フィルムの間には、延伸フィルム以外の材料が積層されてもよい。延伸フィル
ム以外の材料としては、例えばアルミ箔等の金属箔、無延伸ポリオレフィン系樹脂等の無
延伸樹脂層、接着剤層、アンカー剤層などが挙げられる。
【００２３】
　中間樹脂層３３が基材フィルム層である場合は、最外樹脂層３４が基材フィルム層以外
の樹脂層であってもよい。最外樹脂層３４が基材フィルム層である場合は、中間樹脂層３
３が基材フィルム層以外の樹脂層であってもよい。基材フィルム層以外の樹脂層としては
、無延伸のポリオレフィン系樹脂が挙げられる。積層体１１に無延伸の樹脂層を積層する
方法としては、無延伸の樹脂フィルムのラミネート、溶融樹脂の押出コーティング等が挙
げられる。
【００２４】
　本実施形態の易開封性包装体１０は、基材フィルム層のみに傷加工２１による開封誘導
線１４が施され、かつ、傷加工２１は、少なくとも基材フィルム層のシーラント層３１に
近い側の面になされている。これにより、開封誘導線１４に沿った引き裂きが容易な易開
封性包装体１０を提供することができる。なお、積層体１１が２以上の基材フィルム層を
含む場合に「シーラント層３１に近い側の面」とは、「シーラント層３１に最も近い基材
フィルム層における、シーラント層３１に近い側の面」を意味する。
【００２５】
　基材フィルム層が、延伸フィルムのみからなる場合は、延伸フィルムのみに傷加工が施
される。基材フィルム層が、延伸フィルムの表面に蒸着加工もしくはコーティング加工が
なされた材料を含んでいる場合は、延伸フィルムと蒸着加工もしくはコーティング加工と
に連続して傷加工が施されてもよい。基材フィルム層が、複数枚の延伸フィルムの間に延
伸フィルム以外の材料が積層されている貼り合わせである場合は、延伸フィルムと延伸フ
ィルム以外の材料とに連続して傷加工が施されてもよい。
【００２６】



(6) JP 2019-131198 A 2019.8.8

10

20

30

40

50

　図３（ａ）、（ｃ）、（ｅ）に示すように、傷加工２１が、シーラント層３１に近い側
から遠い側に向けて形成されてもよい。また、図３（ｂ）、（ｄ）、（ｆ）に示すように
、傷加工２１が、シーラント層３１から遠い側から近い側に向けて形成されてもよい。こ
こで、傷加工２１の太さ（幅）は、傷加工２１の終了側が開始側より細く、または太くな
ってもよく、あるいは均等の幅でもよい。
【００２７】
　傷加工２１の幅は、フィルムの厚さ方向の少なくとも一部においてゼロ（０）になって
いてもよい。ここで、傷加工２１の幅がゼロとは、傷加工２１の幅方向における両側の材
料が分断されているが、相互に接触した状態を意味する。また、シーラント層３１から遠
い側の面においては、傷加工２１が非貫通となってもよい。ここで、傷加工２１が非貫通
とは、フィルムの厚さ方向の一部において材料が分断されていない状態を意味する。なお
、傷加工２１が貫通しているとは、フィルムの厚さ方向の全部にわたり材料が分断されて
いる状態を意味する。
【００２８】
　図３（ａ）、（ｂ）に示すように、傷加工２１が中間樹脂層３３のみに形成される場合
は、中間樹脂層３３は基材フィルム層であり、最外樹脂層３４は基材フィルム層でも基材
フィルム層以外の層でもよい。図３（ｃ）、（ｄ）に示すように、傷加工２１が最外樹脂
層３４のみに形成される場合は、中間樹脂層３３は基材フィルム層以外の層であり、最外
樹脂層３４は基材フィルム層である。図３（ｅ）、（ｆ）に示すように、傷加工２１が中
間樹脂層３３および最外樹脂層３４に形成される場合は、中間樹脂層３３および最外樹脂
層３４は基材フィルム層である。
【００２９】
　中間樹脂層３３および最外樹脂層３４が基材フィルム層である場合は、図３（ａ）、（
ｂ）に示すように、傷加工２１が中間樹脂層３３のみに形成されるか、または、図３（ｅ
）、（ｆ）に示すように、傷加工２１が中間樹脂層３３および最外樹脂層３４に形成され
る。中間樹脂層３３および最外樹脂層３４が基材フィルム層であるにもかかわらず、傷加
工２１が最外樹脂層３４のみに形成される場合は、シーラント層３１側の基材フィルム層
である中間樹脂層３３に傷加工２１が形成されないことで、引き裂き性能が低下する。
【００３０】
　また、落下等の耐衝撃性に優れる包装体を得るためには、傷加工２１を有する基材フィ
ルム層または延伸フィルムである中間樹脂層３３と、傷加工２１を有しない基材フィルム
層または延伸フィルムである最外樹脂層３４とを重ね合わせることが好ましい。図３（ａ
）、（ｂ）に示すように、傷加工２１が中間樹脂層３３のみに形成される場合は、中間樹
脂層３３と最外樹脂層３４との間に、基材フィルム層または延伸フィルム以外の層として
、アルミ箔等の金属箔、無延伸ポリオレフィン系樹脂等の無延伸樹脂層、接着剤層、アン
カー剤層などが積層されてもよい。
【００３１】
　基材フィルム層が中間樹脂層３３のみである場合、図３（ａ）、（ｂ）に示すように、
傷加工２１が中間樹脂層３３のみに形成される。最外樹脂層３４が基材フィルム層でない
にもかかわらず、傷加工２１が最外樹脂層３４に達する場合は、基材フィルム層でない最
外樹脂層３４に形成された傷加工２１が意図せず拡大して、積層体１１が破損するおそれ
がある。
【００３２】
　基材フィルム層が最外樹脂層３４のみである場合は、図３（ｃ）、（ｄ）に示すように
、傷加工２１が最外樹脂層３４のみに形成される。中間樹脂層３３が基材フィルム層でな
いにもかかわらず、傷加工２１が中間樹脂層３３に達する場合は、基材フィルム層でない
中間樹脂層３３に形成された傷加工２１が意図せず拡大して、積層体１１が破損するおそ
れがある。
【００３３】
　特定の基材フィルム層のみに傷加工２１を有する積層体１１を得る方法としては、基材
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フィルム層に傷加工２１を施した後、傷加工２１を施した基材フィルム層を他の層に積層
する方法が挙げられる。貼り合わせの方法としては、特に限定されないが、ドライラミネ
ート工法、押出ラミネート工法等が挙げられる。
【００３４】
　以上、本発明を好適な実施形態に基づいて説明してきたが、本発明は上述の実施形態に
限定されるものではなく、本発明の要旨を逸脱しない範囲で種々の改変が可能である。
【実施例】
【００３５】
　以下に、実施例を挙げて本発明を更に具体的に説明する。
【００３６】
＜実験１＞
　実験１に用いる積層体および包装袋は、次の手順により作製した。積層体の層構成およ
び使用材料は、「二軸延伸ＰＥＴフィルム１２μｍ／接着剤／二軸延伸ポリアミドフィル
ム１５μｍ／接着剤／アルミ箔９μｍ／接着剤／シーラント７０μｍ」である。
　具体的に使用した材料は、以下のとおりである。
【００３７】
　二軸延伸ＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレート）フィルム：東洋紡株式会社製「東洋紡
エステル（登録商標）」フィルム、片面コロナ処理。
　二軸延伸ポリアミドフィルム：ユニチカ株式会社製「エンブレム（登録商標）」ＯＮＢ
Ｃ、両面コロナ処理。
　アルミ箔：株式会社ＵＡＣＪ製箔製、１Ｎ３０一般箔。
　シーラント：東レフィルム加工株式会社製「トレファン（登録商標）ＮＯ」ＺＫ１００
、片面コロナ処理。
　接着剤：三井化学株式会社製「タケラック（登録商標）」、接着剤付着量３．５ｇ／ｍ
２。
【００３８】
　いずれの層間もドライラミネート工法により貼り合わせを行い、積層体を得た。接着剤
を硬化させた後に幅１２０ｍｍ×高さ１８０ｍｍの３方袋を、外周シール幅１０ｍｍとな
るよう周縁部を溶着し、図１に示すような包装袋（パウチ）を作製した。開封誘導線１４
は、包装体の高さ方向で口部１３から２０ｍｍの位置に配置した。開封誘導線１４の両端
には、開封開始手段１５としてノッチを形成した。四隅にはＲ５ｍｍのコーナーカットを
施した。
【００３９】
　開封誘導線１４は、ラミネート工程の前段階で、ダイカットロールの押し当てにより基
材フィルム層に貫通孔によるミシン目を形成した。ミシン目を付与した基材フィルム層は
、二軸延伸ＰＥＴフィルムまたは二軸延伸ポリアミド（Ｎｙ）フィルムの１層または２層
とした。刃物の押し当て方向は、表層側（シーラント層から遠い側の面から加工開始）、
内層側（シーラント層に近い側の面から加工開始）の２通りとした。ＰＥＴ及びＮｙの２
層を貫通するミシン目は、あらかじめ２層をラミネートした後に、同様の工法により付与
した。
【００４０】
　ミシン目パターンは図２に示す通りの形状をフィルムの流れ方向Ｚへエンドレスに展開
した。図２において、２本の傷加工２１の間隔が広くなる側の間隔Ａは１．３ｍｍ、２本
の傷加工２１の間隔が狭くなる側の間隔Ｂは０．５ｍｍ、幅方向に隣り合う誘導部２０の
間隔Ｃは０．６ｍｍ、傷加工２１の両端の流れ方向Ｚに沿った距離Ｄは１．０ｍｍ、流れ
方向Ｚに隣り合う誘導部２０の間隔Ｅは０．２ｍｍ、流れ方向Ｚに隣り合う誘導部２０の
繰り返しピッチＦは１．２ｍｍである。なお、これらの寸法Ａ～Ｆは、傷加工２１の太さ
に依存することなく、中心の斜線部２４の位置により設定される。
【００４１】
　得られた種々の包装袋に水２００ｍＬを充填し、口部１３をインパルスシーラーにより
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この水詰めパウチを評価用検体とした。
【００４２】
＜引き裂き性の評価＞
　パウチのノッチ部から開封誘導線に沿った方向へ１０人の被験者が１０袋ずつ手作業に
よって開封した際、誘導線から逸脱せずにもう一方のシール部まで到達したものを「○」
、途中で逸脱したものや引っ掛かりを生じたものを「×」と判断し、「○」と判定された
検体数の割合をカウントした。開封封導線の付与がない検体は、両端のノッチ間を結んだ
直線から１０ｍｍ以上破れ線が逸脱したものを「×」と判断した。
【００４３】
＜落下試験＞
　検体パウチを５℃の環境下に１２時間静置した後、冷温状態のまま１８０ｃｍの高さか
らパウチの腹部を下に向けてコンクリート面に自由落下させた。同一検体に対する落下回
数は連続５回とした。落下回数が５回となる前に破壊（割れ）が発生した場合、その検体
の落下試験は、その落下回数をもって中止した。破壊が生じた落下回数に応じ、検体ごと
に表１に示すスコアを付与した。計１００検体のスコアの合計点を算出し、相対的な耐衝
撃強度の優劣を比較した。
【００４４】
【表１】

【００４５】
＜実験結果＞
　表２に、実験１における引き裂き性の評価結果および落下試験の実施結果を示す。Ｎｏ
．１－７で表される開封誘導線のないパウチは、必要な耐衝撃性を保持しているものの、
破れ線は大きく逸脱し、大半が直線的な引き裂きを達成できなかった。
　Ｎｏ．１－１および１－２で表される、中間Ｎｙ層に誘導線が付与された検体は、引き
裂き開封時に直線的なカットが達成され、かつ落下試験においても良好な成績となった。
　Ｎｏ．１－３および１－４で表される、最外ＰＥＴ層に誘導線が付与された検体では、
耐衝撃性は十分であるものの、開封誘導線が設けられているにも関わらず直線カット性能
を発揮することができないことが明らかとなった。
　Ｎｏ．１－５および１－６で表される、二軸延伸フィルム２層への誘導線の付与では、
良好な直線カット性であるものの、落下時の衝撃により誘導線の破断が生じてしまい、落
下試験のスコアが大きく落ち込むことが示された。
　実験１の結果は、延伸フィルムの最もシーラント寄りに開封誘導線の傷加工が施されて
いることが、引き裂き開封時の性能を付与するのに必要な条件であることを示している。
ただし、重量物包装の場合には、延伸基材フィルム層の全層に傷加工を施すと、必要な耐
衝撃性が得られない場合があることが示唆されており、内側の延伸基材フィルム層のみに
傷加工を施すことで、引き裂き性能と耐衝撃性能の両立を図ることで解決できることが示
されている。
【００４６】
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【表２】

【００４７】
＜実験２＞
　実験２に用いる積層体および包装袋は、次の手順により作製した。積層体の層構成およ
び使用材料は、「二軸延伸ＰＥＴフィルム１２μｍ／アンカー剤／低密度ポリエチレン１
５μｍ／アルミ箔９μｍ／アンカー剤／低密度ポリエチレン４０μｍ」である。
　具体的に使用した材料は、以下のとおりである。
【００４８】
　二軸延伸ＰＥＴフィルム：東洋紡株式会社製「東洋紡エステル（登録商標）」フィルム
、片面コロナ処理。
　アルミ箔：株式会社ＵＡＣＪ製箔製、１Ｎ３０一般箔。
　低密度ポリエチレン：住友化学株式会社製「スミカセン（登録商標）」Ｌ７０５。
　アンカー剤：東洋モートン株式会社製、押出ラミネート用接着剤ＥＬ－５４０／ＣＡＴ
－ＲＴ３２、付着量２ｇ／ｍ２。
【００４９】
　二軸延伸ＰＥＴフィルムおよびアルミ箔の間に押出ラミネート工法により低密度ポリエ
チレンを積層し、積層体を得た。３方袋の作製および開封誘導線の形成は、実験１と同様
にした。ただし、実験２ではミシン目を付与した基材フィルム層は二軸延伸ＰＥＴフィル
ムのみであるが、傷加工がフィルムを貫通する場合と非貫通の場合を作り分けた。非貫通
の場合は、易開封加工時の刃物押し圧を意図的に低下させた。
【００５０】
＜引き裂き性の評価＞
　実験１と同様の評価方法に従い実施した。
【００５１】
＜落下試験＞
　パウチ内部への収容物は実験１と異なり、水５０ｍＬを充填後に口部をシールして閉塞
した。熱水レトルト殺菌処理および冷温状態への保管は行わず、室温の状態で１８０ｃｍ
の高さから５回の自由落下を連続して行った。目視による漏れ判定とスコア化は、実験１
と同様の方法により実施した。
【００５２】
＜実験結果＞
　表３に、実験２における引き裂き性の評価結果および落下試験の実施結果を示す。収容
物の重量が小さくなったため、落下による破壊が生じた検体はなかったが、引き裂き操作
時の直線カット性には一定の傾向がみられた。
　傷加工が基材フィルム層を貫通しているＮｏ．２－１および２－２は良好な直線カット
性を示した。傷加工が基材フィルム層を非貫通であり、シーラント面寄りから刃物を当て
たＮｏ．２－４も同様に、すべての検体で直線カット性が得られることが明らかとなった
。一方で表層側から易開封加工を行ったＮｏ．２－３は、誘導線のないＮｏ．２－５と大
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きく変わらない引き裂き性能であり、基材フィルム層のシーラント面に傷加工が施されて
いることが、開封性能の発現に寄与していることが示された。
【００５３】
【表３】

【符号の説明】
【００５４】
１０…易開封性包装体、１１…積層体、１２…シール部、１３…口部、１４…開封誘導線
、１５…開封開始手段、２０…誘導部、２１…傷加工、２２…第１端、２３…第２端、２
４…斜線部、２５…中心線、３１…シーラント層、３２…金属箔、３３…中間樹脂層、３
４…最外樹脂層。

【図１】 【図２】
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